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実 質 付 加 価 値 の 測 定 に つ い て

柿 英 機

< 論 説 >

筆者は これまで に国民経済計算の デ フ レ
ー シ ョ ン の実務 に携わ っ た経験が ある し , 国民経済

計算 にお けるデ フ レ
一 夕 -

の 作成に は常に関心をも っ て きた ｡ デ フ レ
一 夕 -

論 に関する著者の

一 つ の 集大成と い えるもの は日本の 国民経済計算が19 6 8 年 S N A に移行するため の作業を して

い た際に
一

応まとめ た [3 4] で ある ｡ こ こ で は ,
単なる国民経済計算の デ フ レ

一 夕 一

作成実務

の 解説に留まらず, デ フ レ
一 夕

-

の あり方を理論的及びあり得 べ き実務の 方向か ら記述 した つ

もりで ある｡ しか し, 時間の 経過と ともに, 特 に ,
デ フ レ

一 夕 -

の 基礎 になる価格指数理論 に

大きな進展があり, そ れが デ フ レ
一 夕

一

作成実務 へ も大きな影響を及ぼすよう にな っ た ｡ こ の

ような進歩は199 3 年 S N A の 中にも取り上 げられており ,
そ れ に つ い て は い く つ か の解説の よ

うなもの [3 7] , [3 8] , [39] をも執筆 した ｡ しか し, [3 4] に続 い て 筆者が考えるデ フ レ
一 夕 -

の あり方をそれ以降に つ い て考え直 して み た い と い う願望は従来よりも っ て おり, その
一 つ の

試み は [ 3 5] であ っ た が ,
それはまだ未完の ままで ある ｡ こ の 小論はそ の

一

部を構成するもの

で あり, 国民経済計算 にお ける付加価値 の デ フ レ
ー

シ ョ ン に つ い て検討 して み ようと い うもの

である ｡ 国民経済計算 にお けるデ フ レ
ー シ ョ ン の問題の 多くの 部分は実務的にデ フ レ 一 夕 - と

して ど の ような型の価格指数を選択するかと い う こ とで あり ,
そ れは

,
主 と し て 国内総支出の

実質化を巡 っ て行なわれ て きた よう に思われ る｡
一

方
,
付加価値は産業別と い う形 で非集計的

な形で まず発生 し, ま た ,
とりわけそ れが後述するように差分概念 で あると い う特殊な形をも

つ た めに
, 付加価値 の デ フ レ

ー

シ ョ ン に つ い て は それ は どの ような デ フ レ ー

シ ョ ン法を実務的

に採用す るか と い う こ とを巡 っ ても行なわれ て きた ように思われる ｡
`

実務的に
'

が繰り返され

て い るように , 筆者 の 関心は理論よりも理論と して 提唱され たもの を実務にお い て それを い か

に生 か し得るか と いう こと にある ｡ 理論的に い か に厳密 であ っ ても ,
それ が国民経済計算の 当

面の 実務 に利用で きな い も の で あれ ば , 筆者 の 立場と して はそれ は当面の 対応と して 最善の 方

法で実務 的に処理 し, さ ら にそ の 理論がそれが実務に生かせ るような方法を考えて い くと いう

こ と になる ｡ 実際問題と して , 付加価値の デ フ レ
ー

シ ョ ン論は実務か ら出発 し
,
そ の 理論的基

礎が検討され て ,
さ ら にそれを実務に どう反映させ るか と いう方向で 進ん で きたよう に思われ

る ｡ かく して ,
まず, 付加価値の実務的なデ フ レ

ー シ ョ ン方法に どの ようなもの があるか を取

り上げ
,
その ように計算され る付加価値の理論的基礎の 問題 に移り ,

さ らに , 現在 にお ける付

加価値デ フ レ
ー シ ョ ン論 の現状とその 理論的及び実務的問題点を取り上 げると いう順序で こ の
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小論を進め た い と思う ｡
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1 . 統計的実質付加価値デフ レ ー

シ ョ ン法

(1) ダブルデフ レ ー シ ョ ン法

付加価値の デ フ レ
ー シ ョ ン法に は こ れまでに い く つ か の 提案が行なわれ て きた ｡ それ ら のう

ちで多くの場合 これま で に最も代表的なもの と考えられ て きた の は G e a ry [ 8 ] 及 び F a b ri c a n t

[ 7 ] に よ っ て それ ぞれ提案された と い われ て い る ダブ ル デ フ レ ー シ ョ ン法である｡ ダブ ル デ

フ レ
ー シ ョ ン法の 起源の 考察に つ い て は ,

L y d all [ 18] に よ れば w il s o n [3 1] がそれ以前にお

い て オ
ー

ス ト ラリ アにお い て
,
さ ら に

,
そ れ以前にも s v e n n il s o n [ 2 ] が ス ウ ェ ー

デ ン にお い

て
,
各人ともに独立に提案 して い たと され て おり ,

こ の 方法 は
一

般的に は
,
G e a ry

- F a b ri c a n t 法

ともよばれ て い るが
, 考証学的には L y d all の い うよう に彼ら の 名前を全て付 して よばれ る べ

き で あろう ( L yd all と G e a ry の 論文以外は筆者は未見で ある) ｡

付加価値は産出と中間投入の差額と し て求められる差額概念で あ っ て
,
特定 の商品と して の

実体をも っ て おらず
,
かく して

,
そ れ自身と して は独自の 価格指数をも っ て い な い ｡ かく して

,

ダ ブ ル デ フ レ ー シ ョ ン法は名目付加価値価額を直接実質化せずに
,
その 算出過程に従 っ て

, 令

目産出価額と名目中間投入価額をそれ ぞれの価格指数 ( デ フ レ 一 夕 -

) に よ っ て 実質化 して ,

結果と して得られる実質産出価額と実質中間投入価額の 差額
,
即ち

,

実質付加価値価額 -

名目産出価額 名目中間投入価額

産出価格指数 中間投入価格指数

- 実質産出価額
一

実質中間投入価額

と して付加価値を実質化 しようとするもの で ある ｡
一

般 に ダブ ル デ フ レ ー シ ョ ン と よ ばれ て い

る標準的な方法 は産出価格指数と中間投入価格指数 にともに パ
ー

シ ェ 型価格指数 ( デ フ レ 一

夕
-

) を使用 した算式である ｡ 記号を

P : 産出価格 P m : 中間投入価格 t : 比較時

Q : 産出数量 M : 中間投入 0 : 基準時

とすると
,
t 期 にお けるある商品生産に伴う名目付加価値は

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

で あり ,
パ ー シ ェ 型 の産出及び投入価格指数を使用 した ダブ ル デ フ レ ー シ ョ ン算式は産出と 中

間投入をそれ ぞれの 価格指数によ っ て 実質化した
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∑ P t Q t ∑ P m t M t

∑ P t Q t ∑ P m t M t

- ∑ P o Q t - ∑ P m o M t

1 2 1

∑ P o Q t ∑ P m o M t

と なる ｡ こ れ は産出と投入の 基準時の 価格が不変であ っ たと して 比較時の 産出及び投入の物量

を評価 して 計算され た実質付加価値 で ある の で , 不変価格表示実質付加価値価額とい われ ,
こ

れを基準年次付加価値価額∑ P o Q o - ∑ P m o M o に よ っ て指数化すると ,

∑ P o Q t - ∑ P m o M t

∑ P o Q o - ∑ P m o M 〔)

の ように
,
ラ ス パイ レ ス 型実質付加価値指数が得られ る ｡ ま た , 名目付加価値価額を こ の よう

なダブ ル デ フ レ
ー シ ョ ン に よ っ て得 られる実質付加価値 によ っ て除する と付加価値に つ い て の

パ
ー シ ェ 型価格指数がイ ン プリシ ッ トデ フ レ

一 夕 - と して 得られ る｡

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P o Q t - ∑ P m o M t

こ の ようなパ
ー シ ェ 型付加価値デ フ レ

一 夕 一 に 対 して ,
理論的或 い は計算的には ,

次 の よう

なラ ス パイ レ ス 型 の付加価値デ フ レ
一 夕 - を考える こともで きる｡

∑ P t Q o - ∑ P m t M o

∑ P o Q o - ∑ P m o M o

∑( p ( / p o) p ｡ Q ｡ - ∑( P m t / P m ｡) P m o M o

∑ P o Q o - ∑ P m o M o

こ の デ フ レ
一 夕 一 によ る名目付加価値の デ フ レ

ー シ ョ ン の結果は

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P t Q o - ∑ P m t M o

∑ P o Q o
-

∑ P m o M o

の ような実質付加価値価額を生ずるが , 基準年次付加価値価額∑ P o Q o - ∑ P m o M o に よ っ て

険して こ れ を指数化すると
,

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P t Q o - ∑ P m t M o

の ように
,

パ ー シ ェ 型実質付加価値指数を生ずる ｡ こ の ようなラス パ イ レ ス 型付加価値デ フ レ 一

夕 - は基準年次の 産出及び投入内訳が利用可能で あれ ば作成可能で あるが , 後述する産出価格

指数及び投入価格指数をともにラ ス パ イ レ ス 型指数とする方法とともに使用さ れた例 は少な い

ように思われ る ｡ ま た
,
後 にみ るように ,

こ の ようなラス パイ レ ス 塑付加価値デフ レ 一 夕 - と
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パ
ー

シ ェ 型実質付加価値指数の 組合せ はパ
ー

シ ェ 型付加価値デ フ レ
一

夕 - と ラ ス パ イ レ ス 型実

質付加価値指数の 組合せよりも国民経済計算にお ける統計的整合性と い う面にお い て劣 っ て い

る｡

上記及び後 に検討する ように ,
ダ ブ ル デ フ レ ー シ ョ ン の ために は産出デ フ レ 一 夕 -

及 び中間

投入デ フ レ 一 夕 - と もに パ ー

シ ェ 型価格指数で ある ことが望ま し い が
,
特 に年次別投入一産出

表が利用可能で な い場合 には , 各商品の 詳細な投入内訳を得る こ とが困難で ある の で
,

一

般 に

中間投入デフ レ
一 夕 - を パ ー シ ェ 型 で作成する こ とは困難で ある とされており

,
かく して

,

一

つ の 簡易法と して , 産出及び中間投入ともにラ ス パイ レ ス 型価格指数 を使用 して デ フ レ ー

シ ョ

ンを行なうと いう方法が用 い れ らる こともあ っ た ｡ こ の ようなデ フ レ ー

シ ョ ン に よ る実質付加

価値価額は次の ようになる｡

∑ P t Q t ∑ P m t M t

∑ P t Q o ∑ P m t M o

∑ P o Q () ∑ P m o M o

こ の ような実質付加価値価額の指数化する ためにそ れを基準年次付加価値価額によ っ て 際して

ち
, 先 にみられ たような特定の 具体的な実質付加価値指数算式を生 じな い ｡ そ れ は , 例えば ,

基準年次の 投入一産出表の み が存在する場合に
,
そ れをウ エ イトと し て ラ ス パ イ レ ス 産出及び

投入価格指数と作成 し, それ によ っ て産出及び投入価額をデ フ レ
ー

トすると い う形 で行なう こ

とが で きるが
, 年次別投入一産出表を利用するダブ ル デ フ レ ー シ ョ ン が 可能でな い 場合の 1 つ

の 簡便法と い う べ きもの で ある で あろう ｡

な お
, 価格指数によ るデ フ レ

ー

シ ョ ン と同 じ結果 は数量指数を使用 した エ ク ス トラボ レ
ー

シ ョ ン ( 補外) によ っ て得る こ ともで きる ( H ill [ 1 1] は実質値は理論的には価格指数によ る

デ フ レ ー シ ョ ン或 い は数量指数の エ ク ス トラ ボ レ
ー

シ ョ ン の い ずれ によ っ ても同 じ結果が求め

られ る の に
, そ れ らが ともにデ フ レ

ー

シ ョ ン と よばれ る の はおか し い と い っ て い る が
, 確か に

その ような用語法が使用され る こ とは文献の 中にもあり
, 具体的な計算方法の相違や用語的な

厳密さか ら い えば
,
それ は H ill の 指摘 の 通り であ っ て

,
その ような区別をする こと が正し い

で あろう｡ しか し
,
計算実務的には価格指数か物量指数か と いう使用され るデ

ー タ の相違や精

粗の ため に両者の方法によ っ て 得られ る結果は異なる ことが普通 で あると思われる の で
,
その

両者の
一

致 はあくまで理論的なもの で ある ｡) かく して ,
例えば

,
ダ ブ ル デ フ レ ー シ ョ ン と同

じ不変価格表示 の結果は概念的には次の ように基準年次の 産出及び 中間投入価額をラス パ イ レ

ス型産出及び中間投入数量指数を補外の ために用 い た基準年次産出価額と基準年次 中間投入価

額の エ ク ス トラ ボ レ
ー

シ ョ ン に よ っ て得 られ る実質産出価額と実質中間投入価額の 差額と して

得る ことが で きる｡
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∑ P o Q t

∑ P () Q o
∑ P o Q o - ∑ P m o M o

∑ M t P m o

∑M o P m ()

- ∑ P o Q t - ∑ P m o M t

1 2 3

こ の ような方法は正確には方法論的或 い は用語的には確か にダブ ル エ ク ス トラ ボ レ
ー シ ョ ン と

呼ばれ る べ き方法 である ｡ し か し, 上記 の ように こ の ようなダブ ル デ フ レ
ー シ ョ ン と の

一

致 は

あくまで 理論的なもの で あり ,
実際 の適用 にお い て は使用され るデ

ー タ の相違の ため に
一

致 し

な い で あ ろう｡ こ の よう な数量指数による エ ク ス トラボ レ
ー

シ ョ ン は使用され る数量指数に つ

い て 商品の 質の 変化の修正を行なうこ とが 困難である等の 理由の ため に大まか な計算 になる可

能性があり ,
また

, 精赦な中間投入数量デ
ー

タを得る こ とも困難で ある の で , 各種 の 物価指数

等にお い て十分な価格指数が利用可能で ある場合には価格指数を使用 したデ フ レ
ー シ ョ ン の 方

が適用が より容易か つ 便利で あり, より精微な計算が可能で ある の で , 付加価値の 実質化 にお

い て は
,
特 に こ の ような二重の エ ク ス トラボ レ

ー

シ ョ ン が使用され る こ とはあまり多くな い も

の と思わ れる ｡ しか し, 産出と投入をデ フ レ
ー シ ョ ン と エ ク ス トラボ レ ー シ ョ ン の 併用によ っ

て付加価値 を実質化するよう な混合的な実質化法はあり得る で あろう｡ 例えば , 産出を数量 エ

ク ス トラボ レ
ー

シ ョ ン で
, 投入を価格デ フ レ

ー

シ ョ ン に よ っ て 実質化するような二重実質化法

は何と よ べ ばよ い かわ からな い が存在 し得るで あろう｡

(2) シ ングルデフ レ
ー シ ョ ン法

ダブ ル デ フ レ
ー シ ョ ン法は従来より代表的な付加価値デ フ レ

ー シ ョ ン法とみなされて い なが

ら
,
い く つ か の 理論的或 い は実際的な問題点があると指摘され て きた ｡ そ の ような問題点の い

く つ かを挙げるならば, 次 の ようなもの が ある ｡

① ダブ ル デ フ レ
ー シ ョ ン法は必ず しも十分な生産理論 的な根拠をもたな い と い われ る こ

と ｡ しか し
,
こ の 議論は実質付加価値とは何かと い う議論 に つ ながり ,

そ の理論的基礎 に

っ い て は何人か の 研究者による考察が行なわれ て い る ｡ 例えば, s i n s [2 5] , H a n s e n [ 9 ] ,

[ 1 0] , D a v i d [ 4 ] , [ 5 ] , A r r o w [ 1 ] , S a t o [ 23] 等をあげるこ と が で きるが ,
そ れ ら の

検討 は稿を改め て行 な い た い ｡

④ 正 の名目付加価値 に対 して ダブ ル デ フ レ
ー シ ョ ン法が マ イナ ス の 実質付加価値を生ずる

可能性があるこ と ｡ こ れ は従来より ダブ ル デ フ レ
ー シ ョ ン の 重大な欠陥で あると して様々

な人々 によ っ て指摘され て い た｡

④ 特に投入面の デ フ レ
ー シ ョ ン に関 して 大量の デ

ー

タを必要と し
,
そ の 実施には コ ス トが

かか る こ と｡ 特 に パ
ー シ ェ 型価格指数を使用 した精微な ダブ ル デ フ レ

ー

シ ョ ンを実施する

た め には
,
毎年次ごと の か なり詳細な年次別の 産業連関表 (投入- 産出表) を必要とする

こ と になる で あろう ｡

従来にお い ては品目単位での 部分的なダブ ル デ フ レ
ー

シ ョ ン の適用はあ っ たが , 実質付加価

値価額測定の 実務面にお ける全産業 に及 ぶ全面的な適用を妨げて い た の は ,
上記 の うちでも
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デ ー タ 面 の不備, 特 に投入面の デ
ー タ が十分に利用 できな い こ と で あ っ た ｡ ダ ブ ル デ フ レ

ー シ ョ

ン は特 に投入面の詳細なデ フ レ
ー

シ ョ ンを必要とするの で
, 商品 の生産 にお ける詳細な投入構

造の 年次デ
ー タ が必要で あるが , 毎年次 の投入構造の広範な把握を可能 にするの は年次別の投

入一産出表の 存在で あるが , 多く の 国の 投入一産出表は 5 -

1 0 年 ご と の ある基準年次に つ い て

の み作成され て おり , 年次別表の作成は極め て 困難 であると され て い た ｡ 5 - 1 0 年 ご と の投入一

産出表 はダブ ル デ フ レ
ー シ ョ ン の 精赦な適用の ため には十分なデ

ー タ で はなか っ た ｡ ま た
, 付

加価値 は産出価額と投入価額の 差額と して計算 され る の で
, 粗悪な産出デ

ー タ
,
さ ら に特に粗

悪な投入デ
ー タ の 使用 によ っ て ダブ ル デ フ レ

ー

シ ョ ン が適用され る場合に は実質付加価値にお

ける測定誤差を産出及び投入の 両面か ら大きく拡大すると い う ことが指摘さ れ て い た｡ 例えば
,

H ill [ 1 1] は こ の ような産出及び投入デ ー

タ に おける測定誤差が実質付加価値の 測定 に与える

影響を検討 し, 当時 の投入及び産出の デ
ー

タ整備状況にお い て は ダブ ル デ フ レ ー

シ ョ ンの 早急

な適用よりも以下 で述べ る シ ン グ ル デ フ レ
ー

シ ョ ン の 適用の 方が安全で あると述 べ て い る よう

に思われ る｡

かく して そ の ようなデ
ー

タ面 の不備に対する相応 は次の ようなもの であ っ た ｡ 特 に投入 デ ー

タ の 整備が十分で な い 場合の ダブ ル デ フ レ ー シ ョ ン に代わる対応方法の 1 つ は名目付加価値価

額 をそ の 産出価格指数によ っ て直接的にデ フ レ ー トするもの で ある ｡ 即ち
,
こ の場合には産出

価額の みな らず , 中間投入価額も産出価格指数によ っ て デ フ レ
ー ト さ れ る こ と になる ｡ こ の よ

うなただ 1 つ の価格指数によ る付加価値価額の 直接的デ フ レ
ー

シ ョ ン は シ ン グ ル デ フ レ ー シ ョ

ン 法と よばれ て い る ｡ 価格指数にパ
ー

シ ェ 型産出価格指数を使用 したその ようなシ ン グル デ フ

レ
ー

シ ョ ン の 結果は次の ようである ｡

∑ P t Q t - ∑ P m ( M l

∑ P t Q t

∑ P () Q t

- ∑ P o Q t

- ∑ P () Q t -

∑ P o Q t

∑ P t Q t
∑ P m t M f

∑ P o Q t ∑ P m t M l_

∑ P t Q t ∑ P m o M t

か く して ,
こ の ようなデ フ レ

ー

シ ョ ン に よ っ て得られ る実質付加価値価額は

∑ P () Q t ∑ P m l M t

∑ P t Q t ∑ P m o M l

- 1
,
或 い は

,

∑ P m o M t

∑ P t Q t ∑ P m t M t

∑ P o Q t ∑ P m o M t

即 ち
,
中間投入価格指数が産出価格指数に等 し い 場合

,
或 い は

,
産出と投入の相対価格に変化

が か ､ 場合 にの み
,
ダ ブ ル デ フ レ ー

シ ョ ン に よ る実質付加価値価額に
一

致するであろう｡ ダブ

ル デ フ レ ー シ ョ ンを真の デ フ レ
ー

シ ョ ン 法と認め る こ とは理論的にもで きな い が
,
こ こ で はそ

れを 一

応取り敢えず基準的なデ フ レ
ー

シ ョ ン法と考えるとすると
,
こ の デ フ レ ー

シ ョ ン法は こ

の ような相対価格関係が存在する こ とを仮定 した ダブ ル デ フ レ ー

シ ョ ン の代用方法あると い え
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る ｡ こ の ような付加価値の デ フ レ
ー シ ョ ン法は産出価格指数によ る シ ン グ ル デ フ レ

ー

シ ョ ン と

よばれて い る｡ な お
,
こ の ような実質付加価値価額 によ っ て 名目付加価値価額を除する こ と に

よ っ て得られ るイ ン プリシ ッ ト付加価値デ フ レ
一

夕
- は次 の よう に産出価格指数となるこ と は

指数の 性質上で 自明で ある ｡

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P o Q t

∑ P t Q t
∑ P () Q t ∑ P m ( M t

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P o Q t

∑ P t Q t

( ∑ P t Q t - ∑ P m t M t) ∑ P t Q t

∑ P o Q t
( ∑ p t Q t - ∑ P m t M t)

∑ P o Q t

∑ P o Q t

∑ P t Q t
∑ P m t M t

∑ P t Q t

( なお ,
こ の 小論にお ける産出価額の 記号表示∑ P Q はある商品群を念頭にお い て おり ,

そ の

ような商品群が さらに集計された場合の イ ンプリ シ ッ ト付加価値デ フ レ
一 夕 - は

∑( ∑ p t Q t - ∑ P m t M t)

∑ P o Q t

∑ P t Q t
( ∑ p t Q t - ∑ P m t M t)

1

∑ P o Q t ∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ p t Q t ∑( ∑ P t Q t - ∑ P m t M t)

の ような商品群の パ
ー シ ェ 型産出価格指数の 比較年次付加価値ウ エ イ トによ る調和加重平均指

数となる ｡)

ま た
,
こ の実質付加価値価額の 基準年次付加価値価額によ る指数化は

∑ P t Q t - ∑ P m t M t ∑ P o Q t

∑ P o Q o
-

∑ P m o M o ∑ P t Q t

の よう になり, 実質付加価値指数と して の特定の 明示的な型はもたな い が ,
名目付加価値価額

指数をパ
ー シ ェ 型産出価格指数によ っ て 除したもの と い うわかりやす い形になる こと は指数の

性質上明らか で ある ｡

ダ ブ ル デ フ レ
ー シ ョ ン は名目付加価値価額が正 であ っ ても, その デ フ レ

ー シ ョ ン結果が負の

実質付加価値価額をもたらすこ とがあり ,
それ が ダブ ル デ フ レ

ー

シ ョ ン の 最も重大な欠陥の 1

つ であると されて い る ( こ の ような正の 名目付加価値価額 に対 して負の 実質付加価値価額が発

生する仮設例は
,
例えば, H ill [30] に お い て示 され て い る) o しか し, 上 記 の シ ン グ ル デ フ

レ
ー シ ョ ン は名目付加価値価額が正 の値をもてば ,

そ の 実質価額が負 になる こと はな い ｡ 特 に,

こ の ような点 に注目 して , 負の 実質付加価値の 意味を否定 し, こ の ようなシ ング ル デ フ レ
-

シ ョ
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ン 法 を推奨するの は D a v id [ 4 ]
,
[ 5 ] で あり

,
彼 によれ ば

,
ダ ブ ル デ フ レ ー

シ ョ ン よりもシ

ング ル デ フ レ ー

シ ョ ン の方が理論的にも正 し い ともさ れ て い る ｡ 実際問題と して ,
こ の ような

シ ン グ ル デ フ レ ー

シ ョ ン は
,
ダ ブ ル デ フ レ

ー

シ ョ ン の 適用が困難な場合に , 実務にお い ても額

繁 に使用 される方法で ある ｡ しか し
,
付 加価値の名目と実質の 関係 はそれ ほ ど単純 で はな い ｡

それ は名目付加価値価額も負の 値をと る ことがあり得 るから である ｡ 例えば , そ の 産業が不況

や経営の失敗の ため に大幅な マ イナ ス の 経常余剰を出 したとすれ ば, そ れを要素とする名目付

加価値価額が マ イナ ス となる こ ともあり得るであろう ｡ かくして , 付加価値の 正負の 関係は
,

名目付加価値価額の 出方とデ フ レ
ー

シ ョ ン の 適用方法 の い かん によ っ て は

名目付加価値価額が負 で 実質付加価値価額も負

名目付加価値価額が正で 実質付加価値価額も正

名目付加価値価額が正 で 実質付加価値価額が負

名目付加価値価額が負 で 実質付加価値価額が正

と いう 4 つ の状況が理論的には考えられ る ｡ こ の ような各状況の 下 で の 村応は
,
例えば

,
s il v e r

a n d C o l d e r [2 4] によ っ て 検討され て お り, そ の ような様々 な状況にお ける付加価値 の発生と

その意味の検討に つ い て は後に稿 を改め て取り上げた い ｡

パ ー シ ェ 型価格指数は比較時点の ウ エ イ トを必要とするの で ラ ス パ イ レ ス型価格指数 に比 べ

て----
一

般 に作成が困難で あると い われ て おり ,
かくし て

,

パ ー シ ェ 型産出価格指数が利用可能で

な い場合には
,
そ の代用と して ラ ス パ イ レ ス型産出価格指数を使用する こともあり得るであろ

う｡ 例えば
,
こ の 方法 によ る実質付加価値価額は次の ようになる ｡

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P t Q o

∑ P o Q ()

こ の 実質値 による付加価値イ ン プリ シ ッ トデ フ レ
一 夕 - は

,
ラ ス パ イ レ ス型産出価格指数であ

り
,
こ の ような実質付加価値価額の 指数化は , 具体的な指数算式にはなら か ､ が

,

∑ P t Q t - ∑ P m t M t ∑ P o Q o

∑ P o Q o - ∑ P m o M () ∑ P t Q o

の ように名目付加価値価額指数をラス パ イ レ ス 型産出価格指数 によ っ て除したもの で ある こと

は指数の性質か ら自明で ある ｡

ダ ブ ル デ フ レ ー シ ョ ン の適用が困難 である場合 に実質付加価値価額を求め るため の もう 1 つ

の 方法は基準年次付加価値価額 を産出数量指数によ っ て エ ク ス トラ ボ レ ー シ ョ ンするもの で あ

る｡ こ の ような方法は先の ダブ ル エ ク ス トラボ レ
ー

シ ョ ン に村 して シ ン グ ル エ ク ス トラボ レ ー

シ ョ ン と よぶ ことが できる で あろう｡ ラ ス パイ レ ス 型数量指数を使用 した シ ン グ ル エ ク ス トラ
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ボ レ ー

シ ョ ン に よる実質付加価値価額は次の ようになるであろう ｡

( ∑ p ｡ Q ｡ - ∑ P m ｡ M o) ×
∑ P o Q t

∑ P o Q o

- ∑ P o Q t -

- ∑ P o Q t -
∑ P o Q t

∑ P o Q o

∑ P o Q t ∑ P m o M o

∑ P o Q o ∑ P m o M t

こ の ように して得 られる実質付加価値価額 は ,

∑ P o Q t ∑ P m o M t

∑ P m o M o

∑ P m o M t

1 2 7

∑ P o Q o ∑ P m o M o

即 ち, 投入数量指数が産出数量指数に等 し い 場合 ,
即ち

,
産出と投入の 相村数量に変化が な い

場合に の み ダブ ル デ フ レ
ー シ ョ ン (或 い は ,

ダ ブ ル エ ク ス トラボ レ
ー シ ョ ン) に よる実質付加

価値価額 に等 しくなる こと は明らか で あろう｡ こ の こ と は先の シ ン グ ル デ フ レ
ー シ ョ ン に お い

て は
, 投入価格指数と産出価格指数が等 しくなる こ とが ダブ ル デ フ レ

ー

シ ョ ン に等 しくなる こ

と で あ っ た こ とと対照的であり ,
こ の方法も相村数量 に変化がな い と仮定 した ダブ ル デ フ レ

ー

シ ョ ン の 代用方法で ある ｡

こ の ような実質付加価値の指数化は次の ようである ｡

( ∑ p o Q ｡ - ∑ P m ｡ M ｡) ×
∑ P o Q t

∑ P o Q o ∑ P o Q t

∑ P ｡ Q o - ∑ P m o M o ∑ P o Q o

即ち, 当 たり前の こ と で あるが ,
シ ン グ ル エ ク ス トラボ レ

ー

シ ョ ン に よる実質付加価値価額指

数の 値は産出数量指数の値と同 じになる｡

日本 の 19 6 8 年 S N A に基 づく公式の 国民経済計算 にお い て は当初か ら ダブ ル デ フ レ
ー

シ ョ ン

が使用された ため に, シ ン グ ル デ フ レ
ー シ ョ ン ヤ シ ン グ ル エ ク ス トラボ レ

ー シ ョ ン は使用 され

て いな い ｡ ( それ以前 に, 主と して ,
鉱工業生産指数等の 生産指数を使用 したシ ン グ ル エ ク ス ト

ラボ レ
ー

シ ョ ン を使用 して 産業別実質付加価値価額とそ の 合計と して の 実質国内総生産を推計

しようとする試み と して [33] があ っ た ｡ な お ,
旧通商産業省 !

現在 の 経済産業省が作成 して

い る付加価値 ウ エ イ ト鉱工業生産指数は生産指数とよばれ て い るが ,
それ は産出数量指数を基

準年次付加価値 ウ エ イ トによ っ て 加重平均 したもの であり ,
実質的には産出数量指数 によ る シ

ン グ ル エ ク ス トラボ レ
ー

シ ョ ン に よる実質付加価値指数で あると考えられ る ｡ 即ち ,
個 々 の単

一

生産物 にお ける基準年次付加価値 を P o Q ｡ - ∑ P m o M o , そ の 単
一

生産物の 産出数量指数

を Q t / Q ｡ とすると , 基準年次付加価値ウ エ イ ト生産指数 は
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( P ｡ Q o - ∑ P m ｡ M ｡)

∑( P o Q ｡ - ∑ P m o M ｡)

Q t
X

-

Q o

∑( P ｡ Q ｡ - ∑ P m o M ｡) ×

第30 号 20 0 6

∑( P ｡ Q ｡ - ∑ P m o M ｡)

と なり, こ の 指数の 分子は基準年次付加価値価額の 産出数量指数による エ ク ス トラボ レ
ー シ ョ

ン に よる実質付加価値価額である ｡ なお
,
こ の 小論 にお ける産出価額の 記号表示∑ P Q は上記

の ようにある商品群を念頭にお い て おり
,
も し こ の 商品群が さらに集計される場合 には

,
そ の

実質付加価値価額指数は

( ∑ P ｡ Q o - ∑ P m o M ｡) ×
∑ P o Q t

∑ P o Q ()

∑( ∑ P (, Q ｡ - ∑ P m ｡ M ｡)

∑ P l) Q (〕- ∑ P m () M ()

∑( ∑ P (, Q () - ∑ P m . M ｡)

∑ P (, Q t

∑ P () Q ()

の ように
,
各商品群の ラ ス パ イ レ ス 型産出数量指数を各商品群の 基準年次付加価値ウ エ イ ト で

加重平均 したもの と なる｡) しか し, こ の ようなシ ング ル エ ク ス トラボ レ ー シ ョ ン は シ ン グ ル

デ フ レ
ー シ ョ ン と ともに

,
ダ ブ ル デ フ レ ー

シ ョ ン の適用が 困難 で ある場合に
,
し ば しば実際に

適用 され て きた方法である ｡ しか し
,
産出数量指数がパ

ー シ ェ 型指数と し て作成される こと は

まずあり得 か
､ の で

,
エ ク ス トラボ レ ー

シ ョ ン に パ ー シ ェ 型産出数量指数が使用 される こと は

な い ｡

シ ン グ ル デ フ レ ー シ ョ ン と シ ン グ ル エ ク ス トラボ レ ー シ ョ ン は ともに シ ン グ ル デ フ レ
ー

シ ョ

ン と よばれ て しまう こと がある こ と は先 の ダブ ル デ フ レ
ー シ ョ ン と ダブ ル エ ク ス トラボ レ ー

シ ョ ン の 場合にお い て述 べ た こ と と同じである ｡ 例えば
,
1 9 6 8 年 S N A [2 7] に お い て付加価

値の シ ン グ ル デ フ レ ー

シ ョ ン と して記述され て い る実質化 の方法は第 4 章 パ ラグ ラ フ 115 に お

ける

A
*
-

q l
'

( Ⅰ - A o
'

) p ｡

q ｡
'

( Ⅰ - A o
'

) p ｡
(4 . 3 4)

の ようなもの で あり
, 変形すると ,

こ れ は

( q l
'

q ｡
'LA l) ･

q .
'

( I - A ｡
'

) p .

q ｡
'

( Ⅰ - A o
'

) p ｡

と な っ て
,
こ れ は基準年次付加価値 ウ エ イ ト産出数量指数

,
即ち

,
シ ン グ ル エ ク ス トラボ レ ー

シ ョ ン に よ る実質付加価値指数となる ｡ ( こ こ で
,
A
*

: 実質付加価値指数 , q : 産出数量 , p :

産出価格 ,
A : 投入係数である｡) しか し, 両者 の 結果は上記 の ような算式的相違の ために

-
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致せず
,
ま た , 実際の 統計的な適用 にお い て も使用される デ

ー

タ の相違 (価格指数と数量指数)

の ため に 一

致する こ とはな い で あろう｡

かく して , 価格指数を用 い るデ フ レ
ー

シ ョ ン と数量指数を使用する エ ク ス トラボ レ
ー

シ ョ ン

は ダブ ル 或 い は シ ン グ ル い ずれ の 場合にお い て も正確を期するた め には区別 して表示される べ

きもの で ある｡ H ill [ 10] や199 3 年 S N A は シ ン グ ル の 場合 には シ ン グ ルイ ン デ ィ ケ
一

夕
一

法

と い う用語も使用 して い るが , それ も暖味な用語である｡ ( し か し, 実務上
一

般的に はデ フ レ
ー

シ ョ ン が使用され る こ とが多 い と思われ る の で ,
こ こ で は

一

般的に実質化の 方法を取り上 げる

場合にはその代表と して デ フ レ
ー

シ ョ ン と い う表示を使用する こ と にした い ｡)

(3) い く つ か の大まかなデ フ レ
ー シ ョ ン法

上記 で述 べ た方法はそれ ぞれ実務にお い て も使用され る代表的な付加価値デ フ レ
ー

シ ョ ン法

で ある ｡ しか し
,
多く の 産業部門に つ い て 適切な価格指数や数量指数を得る こ とは容易で は な

く
,
部門によ っ て は産出の概念さえも明確で は なく ,

価格や生産数量の概念も明確 でな い 部門

もある ｡ 国民経済計算 にお い て 全 て の 生産部門の付加価値を実質化するため には こ の ような部

門に つ い て も実質化の 工夫を しなければならな い ｡ その ような実質化 の方法は必然的にかなり

大まかな もの となら ざるを得な い ｡ 実際に使用され て きたその ようなデフ レ
ー シ ョ ン法 の例を

いく つ か取り上 げ
,
その 間題点を簡単 に検討 して みた い ｡

まず
,
デ フ レ

ー シ ョ ン の適用と して は , 投入価格指数によ るシ ン グ ル デ フ レ
ー

シ ョ ン を考え

る こと ができる｡ 投入価格指数は
一

般 に産出価格指数よりも作成が困難で ある の で ,
そ の 適用

例は少な い と思われ るが , そ の商品の 適切な価格指数が得られず ,

一

方 , 投入面 にお い て それ

が少数の 重要な原材料投入によ っ て 生産され て い るような場合 ,
そ の よう な代表的投入原材料

の 価格指数によ っ て 付加価値をデ フ レ
ー トするような例を考える こ とができる ｡ そ の ようなデ

フ レ
ー

シ ョ ンを記号表記するこ とはあまり重要でな い ように思われ るが ,

一

応完全な中間投入

価格指数 が作成で きたとすると ,
そ れは

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P m t M t

∑ P m o M t

∑ P t Q t ∑ P m o M t

- ∑ P t Q t
∑ P m o M t

∑ P m t M t

∑ P o Q t - ∑ P m o M t

∑ P m o M t

∑ P o Q t ∑ P m t M t

と なり
,
こ れ は中間投入価格指数∑ P m t M t / ∑ P m o M t が 産出価格指数∑ P t Q t / ∑ P o Q t

に等し い 場合に の み
,
ダ ブ ル デ フ レ

ー

シ ョ ン法によ る実質付加価値価額に等 しくなるこ とは明

らか で あるで あろう｡ こ れ は先 の 産出価格 による シ ン グ ル デ フ レ
ー シ ョ ン の 場合と同 じ条件で

あるが
,
こ の ような場合 に適用され る投入価格指数は上記の よう に少数の投入価格か ら作成 さ

れ るあまり質の よくな い も の と考えられる の で , 得 られる実質付加価値の 質は産出価格指数に
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よ る デ フ レ ー シ ョ ン よりも劣 っ たも の となる で あろう ｡

そ の 商品の コ ス ト構成の 多くの 部分が賃金で ある場合 , 名目付加価値価額をその 産業の賃金

指数によ っ て実質化する と いう賃金デ フ レ ー

シ ョ ン法は明確な産出価格が得られな い 場合に実

際に しばしば使用され て きた シ ン グ ル デ フ レ
ー

シ ョ ン 法の
一

種 で ある｡ こ の よう な実質付加価

値価額を記号 によ っ て 表記すれば ,

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

w t / w o

∑ P t Q t w o

∑ P () Q t w t

∑ P () Q t
∑ P m t M t w o

∑ P m o M t w (

と なり ( w はその 産業の 賃金
,
w t / w () は賃金指数である) , そ れは

∑ P t Q t ∑ P m t M t w t

∑ P m o M l

∑ P o Q t ∑ P m () M t w o

即 ち , 産出価格指数 , 中間投入価格指数及び賃金指数が全て 等 し い と いう
一

層厳 し い 条件の 下

にお い て ダブ ル デ フ レ ー

シ ョ ン によ る結果と
一

致する｡ 賃金指数によるデ フ レ
ー シ ョ ン は産出 ,

投入ともにデ
ー タ が乏 し い 場合 に止むを得ず使用され る方法であり , 実際にも こ の ようなデ

ー

タ が乏 し い い く つ か の サ
ー ビ ス業や政府サ

ー ビス の 実質化 にお い て か なりしば しば使用され て

きた方法で あるが
,
産出及び投入面の技術進歩を考慮 しな い 方法で あると して 問題視され て い

る方法でもある ｡

デ フ レ
ー シ ョ ン の 次に エ ク ス トラボ レ

ー

シ ョ ン の例を考える｡ まず , あまり使用される方法

で はな い が
,
基準年次付加価値価額の 投入数量指数 による エ ク ス トラボ レ

ー

シ ョ ンを考えるこ

とが で きる ｡ 即ち
,

( ∑ P ｡ Q ｡ - ∑ P m ｡ M o)

∑ P o Q o ∑ P m o M t

∑ P m o M t

∑ P m o M o

∑ P o Q t - ∑ P m o M t
∑ P o Q t ∑ P m o M o

か く し て
,
こ の ような実質付加価値価額がダブ ル デ フ レ

ー

シ ョ ン ( 或 い は ,
ダ ブ ル エ ク ス トラ

ボ レ
ー

シ ョ ン) の結果と 同じになる条件 は産出数量指数と 中間投入数量指数が等 しくなると い

う先の 産出数量指数によ る エ ク ス トラボ レ
ー

シ ョ ン の場合と同じで あるが
,
投入数量指数は産

出数量指数よりも作成するこ とが困難であるの で , 得 られ る実質付加価値価額の 質は より劣 っ

た もの と なる で あろう ｡

賃金指数によ る シ ン グ ル デ フ レ ー シ ョ ン に対応するシ ン グ ル エ ク ス トラボ レ
ー シ ョ ン は雇用
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者数或 い は就業者数によ るもの である ｡ こ れ は基準年次付加価値価額を雇用指数によ っ て エ ク

ス トラボ レ
ー トするもの である ｡ 雇用者数を L ,

雇用指数を L t / L o と するな

らば, こ の 方法 による実質付加価値価額 は次の ようになる｡

( ∑ p o Q ｡ - ∑ P m ｡ M o)

∑ P o Q o L t
∑ P o Q t

-

∑ P o Q t L o

か く して
,
こ の ような実質付加価値価額は

∑ P m ｡ M o L t

∑ P m o M t L o

∑ P o Q t ∑ P m o M t L t

∑ P m o M l

∑ P o Q o ∑ P m o M o L o

即 ち
,
産出数量指数 - 中間投入数量指数 - 雇用指数 ,

で あるような場合にの み
,
ダ ブ ル デ フ レ

ー

シ ョ ン に よる実質付加価値価額に
一

致する ｡ ま た ,
上記より

,

∑ P o Q t L t

∑ P o Q o L o

で あ る の で
∑ P o Q t ∑ P o Q o

L I L o

と なり
,
こ れ は雇用者 1 人当り実質産出, 即ち , 労働生産性が

一

定 で ある こ とが仮定され て い

る｡ さらに
,
上記 の 条件が満たされ る場合には ,

∑ P o Q t - ∑ P m o M t ∑ P o Q o
- ∑ P m o M o

L 【 L o

と な る の で
,
付加価値生産性も

ー

走 で あると仮定され て い る こ と になり ,
こ の エ ク ス トラボ レ

ー

シ ョ ン法は技術進歩或 い は生産性の 上昇が考慮 され て い な い と いう こ とになる｡ かく して ,
こ

の 方法も賃金デフ レ
ー

シ ョ ン と ともに不適切な方法 であると され て い ながら, や はり同様の 理

由によ っ て
,
適切な産出及び投入デ

ー タ がなく ,
止 むを待な い 場合に, デ

ー タ が十分入手 で き

な い サ ー ビス 産業等に つ い て か なり広く使用され て きた方法で ある｡

(4) 連鎖指数

後述するように, パ
ー

シ ェ 型価格指数と それ によ る不変価格表示実質価額 ( 指数化すれ ば,

ラ ス パ イ レ ス 型数量指数となる) の組合せ は
"

加法整合性
"

と いう国民経済計算にお い て極め

て都合の よ い性質をも っ て い る ｡ 1 9 6 8 年 S N A [27] にお い て は, 加法整合性と い う概念は明

示的には出て こな い が ,
その 数量 ･ 価格体系は明らか に加法整合性を重視する体系である し,

その 10 年後に国連より公表された ｢ デ フ レ
一 夕 - マ ニ ュ ア ル｣ [30] に お い て は ,

デ フ レ
一

夕
-

の も つ べ き性質と して 加法整合性の 重視が明白に記 されて い た ｡ しか し, 1 99 3 年 S N A [ 3 ]
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の 価格 ･ 数量体系はかなり異なる方向に動 い て い る｡ それは加法整合性よりも指数 の推移性を

重視 した連鎖指数の 採用である ｡ 上記 の [ 30] に お い て は , 連鎖指数は加法整合性をもた か -

た め に国民勘定 にお い て体系的に使用する こ とは適切で ない とされ て い た ｡ 連鎖指数は実質付

加価値にも適用され る べ き で あると されて い る の で
,
こ こ で は付加価値の 実質化にお ける連鎖

指数の適用に つ い て 簡単 に記 しておくこ と にする ｡ 連鎖指数と は比較の基準年次を順次変更 し

て逐年次別指数を作成 し
, 最終比較年次の 指数はその ような各年次比較指数を掛け合わす (逮

鎖する) こ と によ っ て作成され る指数である ｡ 連鎖指数はラ ス パ イ レ ス
,

パ ー シ ェ
,
フ ィ ッ シ ャ

ー

等 の 全 て の 指数算式に つ い て も作成する こと ができるが ,
こ こ で は ラ ス パイ レ ス 及び パ

ー

シ ェ

連鎖指数の 実質付加価値 - の 適用を例示と して 示す｡

19 93 年 S N A [ 3 ] は実質産出, 実質中間投入及び実質付加価値の それぞれ に つ い て連鎖指

数を作成するこ とと して おり
,
また

,
それ に基づ く価額を作成するするこ とを妨げな い と して

い る ｡ まず
,
ラ ス パイ レ ス 型指数 に つ い て 考える ｡ 比較 の ため

,
直接比較指数と連鎖指数の両

者をそれぞれ例示する｡ まず, 産出に つ い て 価格指数及び数量指数 は次の よう になる ｡ 基準年

次を 0 及び最終比較年次を t と し, 0 年次と t 年次 の 比較を考える ｡

直接比較価格指数

連鎖価格指数

直接比較数量指数

連鎖数量指数

∑ P t Q o

∑ P o Q o

∑ P I Q o ∑ P 2 Q l

∑ P o Q o ∑ P I Q l

∑ P o Q t

∑ P o Q o

∑ P o Q l ∑ P I Q 2

∑ P o Q o ∑ P I Q l

パ ー シ ェ に つ い て の 同様の指数は次の ようになる｡

直接比較価格指数

連鎖価格指数

直接比較数量指数

連鎖数量指数

∑ P t Q t

∑ P o Q t

∑ P I Q l ∑ P 2 Q 2

∑ P o Q l ∑ P I Q 2

∑ P t Q t

∑ P t Q o

∑ P I Q l ∑ P 2 Q 2

∑ P I Q o ∑ P 2 Q l

× - ･ - ･ ×

× - - - ×

× - - - ×

× - - - ×

∑ P t Q トー1

∑ P t - 1 Q ト 1

∑ P t- 1 Q t

∑ P t-- 1 Q t- 1

∑ P t Q t

∑ P t- 1 Q t

∑ P t Q t

∑ P t Q t- 1

中間投入に つ い て の 指数は
,
上記 の 産出指数 にお ける P とQ が P m と M に置き代わ っ た だ

けであるが ,

一

応例示するならば
,
次 の ようになる . まず

,
ラ ス パ イ レ ス 型に つ い て は
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∑ P m t M o

∑ P m o M o

∑ P m l M o ∑ P m 2 M l

∑ P m o M o ∑ P m l M l

∑ P m o M t

∑ P m o M o

∑ P m o M l ∑ P m l M 2

直接比較価格指数

連鎖価格指数

直接比較数量指数

連鎖数量指数
∑ P m o M o ∑ P m l M l

パ ー シ ェ 型 によ る中間投入指数は次の ようになる｡

∑ P m t M t

直接比較価格指数

連鎖価格指数

直接比較数量指数

連鎖数量指数

∑ P m o M t

∑ P m l M l ∑ P m 2 M 2

∑ P m o M l ∑ P m l M 2

∑ P m t M t

∑ P m l M o

∑ P m l M l ∑ P m 2 M 2

∑ P m l M o ∑ P m 2 M l

×
･ - - ･ ×

× ･ ･ ･ - ･ ×

×
- ･ ･ -

〉く

× ･ - - ･ ×

∑ P m t M t _ 1

∑ P m t _ 1 M t _ 1

∑ P m 卜 1 M t

∑ P m t _ 1 M t _ 1

∑ P m t M t

∑ P m 卜 1 M t

∑ P m t M t

∑ P m l M t- 1

1 3 3

最後に , 実質付加価値に つ い て考える ｡ ラス パ イ レ ス 型価格指数をデ フ レ
一 夕 - と して使用

した場合は次の ようになる ｡

直接比較指数

連鎖指数

∑ P t Q t ∑ P m t M t

∑ P t Q o - ∑ P m t M o

∑ P o Q o ∑ P m o M o

∑ P I Q l ∑ P m l M l

∑ P I Q o - ∑ P m l M o

∑ P o Q o ∑ P m o M o

∑ P 2 Q 2 ∑ P m 2 M 2

∑ P 2 Q l - ∑ P m 2 M l

∑ P I Q l ∑ P m l M l

∑ P t Q t ∑ P m t M t

× ∑ P t Q 卜 1 - ∑ P m t M t - 1

∑ P ト 1 Q t- 1 ∑ P m 卜 1 M t - 1

÷ ( ∑ P o Q o - ∑ P m ｡ M t)

÷ ( ∑ p ｡ Q ｡ - ∑ P m ｡ M ｡)

÷ ( ∑ P I Q l - ∑ P m l M l)

( ∑ P t- 1 Q t- 1 - ∑ P m t- 1 M 卜 1)
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ラ ス パ イ レ ス 型価格指数を使用 した場合
,
実質付加価値価額指数は明示的な指数算式となら

な い こ と は先に直接比較指数に つ い て示 した し
,
連鎖指数に つ い て も同じで ある ｡

パ ー シ ェ 型価格指数をデフ レ
一

夕
- と して使用した使用 した場合は次の よう になる｡

直接比較指数

連鎖指数

∑ P t Q t ∑ P m t M t

∑ P t Q t - ∑ P m t M l

∑ P o Q t ∑ P m o M t

∑ P o Q t - ∑ P m o M t

∑ P o Q o - ∑ P m o M o

∑ P I Q l ∑ P m l M l

∑ P I Q 1
-

∑ P m l M l

∑ P o Q l ∑ P m o M l

∑ P 2 Q 2 ∑ P m 2 M 2

∑ P 2 Q 2
-

∑ P m 2 M 2

∑ P I Q 2 ∑ P m l M 2

∑ P t Q t ∑ P m l M l

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P t- 1 Q t ∑ P m 卜 1 M t

( ∑ P . Q .
-

∑ P m o M o)

( ∑ P ｡ Q o - ∑ P m o M ｡)

( ∑ P I Q l - ∑ P m l M l)

( ∑ P l- 1 Q t-- 1 - ∑ P m t【1 M t_ 1)

∑ P o Q l - ∑ P m o M l ∑ P I Q 2 - ∑ P m l M 2

∑ P o Q o - ∑ P m o M o ∑ P I Q l - ∑ P m l M l

∑ P t-- 1 Q t - ∑ P m l - 1 M l

× - - -

∑ P ト 1 Q t- 1 - ∑ P m ト 1 M l- 1

か く して
, 直接比較指数で はラ ス パ イ レ ス 型実質付加価値価額指数が得られ

,
連鎖指数にお

い て は各年次 ごと の ラス パイ レ ス 型実質付加価値指数を掛け合わせ た連鎖実質付加価値価額指

数が得られる こ とがわか る ｡

かく して ,
パ ー シ ェ 型価格指数をデ フ レ

一

夕
- と して使用 した場合

, 得 られる指数はラ ス パ

イ レ ス 型産出数量指数, ラ ス パ イ レ ス 型中間投入数量指数
,
ラ ス パ イ レ ス 型実質付加価値指数

であり
,
連鎖指数にお い て もラス パ イ レ ス 型連鎖産出数量指数

,
ラ ス パイ レ ス 型連鎖中間投入

数量指数, ラ ス パイ レ ス 型連鎖実質付加価値価額指数が得 られる こ とがわか る ｡ こ の ような指

数を使用 して 実質産出価額, 実質中間投入価額及び実質付加価値価額を得る こ とは容易なこ と

で ある ｡ こ の ことは い わゆ る要素逆転テス トによ っ て改め て み る ことが で きる｡ 例えば, 産出

指数に つ い てみ ると ,
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直接比較指数 ∑ P t Q t ∑ P o Q t

連鎖指数

∑ P o Q t ∑ P o Q o

∑ P I Q l ∑ P 2 Q 2

∑ P o Q l ∑ P I Q 2

∑ P o Q l ∑ P I Q 2

∑ P o Q o ∑ P I Q l

∑ P t Q t

∑ P o Q o

∑ P t Q t

∑ P 卜 1 Q t

∑ P t-一1 Q t

∑ P t - 1 Q t - 1

1 3 5

∑ P t Q t

∑ P o Q o

の よう に, パ
ー

シ ェ 型価格指数と ラ ス パ イ レ ス 型数量指数の 積は価額指数となる ｡ 同様 の こ と

は付加価値指数に つ い て も い える｡

直接比較指数

連鎖指数

〔
×

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P o Q t - ∑ P m o M t

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P o Q o - ∑ P m o M o

∑ P I Q l - ∑ P m l M l

∑ P o Q l - ∑ P m o Q l

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

∑ P t - 1 Q t - ∑ P m t- 1 M t

∑ P I Q 2 - ∑ P m l Q 2

∑ P I Q l - ∑ P m l M l

∑ P t Q t - ∑ P m t M t

× - - - ×

∑ P o Q t
-

∑ P m o M t

∑ P o Q o - ∑ P m o M o

∑ P 2 Q 2 - ∑ P m 2 M 2

∑ P I Q 2 - ∑ P m l M 2
×

･ - - ･

∑ P o Q l - ∑ P m o M l

∑ P o Q o - ∑ P m o M o

∑ P t-- 1 Q t - ∑ P m 卜 1 M t

∑ P t- 1 Q t - 1 - ∑ P m t- 1 M t- 1

∑ P o Q o - ∑ P m o M o

1 9 93 年 S N A は フ ィ ッ シ ャ
ー

連鎖を最良と して い るが ,
上記 の ようなパ

ー シ ェ 型連鎖価格指

数とラ ス パ イ レ ス 型連鎖数量指数の 組合せを次善の組合せ と して い る ｡ かく して ,
例えば

,
パ

ー

シ ェ 塑連鎖産出価格指数, パ
ー

シ ェ 型連鎖中間投入価格指数及び パ
ー

シ ェ 型連鎖付加価値価格

指数を作成 し, そ れをそれ ぞれデ フ レ
一 夕 - と し て使用する こと によ っ て ,

産出
,
中間投入及

び付加価値に つ い て の ラス パ イ レ ス型 の 連鎖指数に基 づく実質値を作成する ことが で きる ｡ 直

接比較指数 に基づ く実質産出価額 , 実質中間投入価額及び実質付加価値価額指数は後述するよ

うに
"

加法整合性
"

をも つ が
,
連鎖指数に基づく各実質値は こ の加法整合性をもたな い こ と は

先 に指摘 した通りで ある｡ かく して , 連鎖指数に基 づく実質産出, 実質中間投入 ,
実質付加価

値の 各価額が作成され るとそれ は相互 の 加法整合性をもたな い まま ,
そ れ ぞれ独自 に存在する

こと になる ｡ 1 9 9 3 年 S N A は そ の ような価額 を作る こ と妨げな い と して い るが ,
そ の ような価

額の 意味は疑問で ある｡ また , 連鎖指数には他にも い く つ か問題があるが ,
それ はまた後 に触

れ る こ とにする ｡
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(5) 若干の覚え書き

ダブ ル デ フ レ
ー

シ ョ ン法は従来より
,
その適用は困難で あるが , 付加価値の 実質化の 実務に

お い て は代表的な付加価値の デ フ レ ー

シ ョ ン法とみ なされ て きた し, 1 9 6 8 年 S N A に お い て は

投入一産出表をその 中核にお い たその 数量
･

価格構造体系からみ て付加価値の 実質化 にはダブ

ル デ フ レ
ー シ ョ ン が採用される べ きもの とな っ て い る こ とは明らか である で あろう｡ パ ー シ ェ

型価格指数をデ フ レ
一 夕 - と して 使用する こと の 大きな利点の 1 つ は それ によ っ て 得られる実

質値 (そ の指数はラ ス パ イ レ ス 型数量指数) が加法整合性をも つ こ と であり
,
ダ ブ ル デ フ レ

ー

シ ョ ン に よる実質付加価値も加法整合性をも つ ｡ 加法整合性とは部分と して求められた実質値

の合計が それ らを
一

括 し て 求め たより高水準の 集計的実質値に
一

致する と いう こと で ある ｡ ダ

ブ ル デ フ レ ー

シ ョ ン によ る実質値に つ い て こ れを例示すれば次の よう になる ｡ 簡単化の ため に

2 つ の 商品 ( 1 及び 2 ) が存在する例を考える ｡

P l t Q l t ∑ P m l t M l t P 2 t Q 2 t ∑ P m 2 t M 2 t

P l t ∑ P m l t M l t P 2 ( ∑ P m 2 1 M 2 l

P l ( ) ∑ P m l O M l t P 2 〔) ∑ P m 2 () M 2 (

- P I O Q l t - ∑ P m l O M l t + P 2 0 Q 2 t - ∑ P m 2 0 M 2 .

2

∑ P i t Q i t
- 1

2

∑ P i t Q i t
i - 1

2

∑ P i O Q i t
1
- 1

萱1(
∑ P m i t M i t)

2 2

- ∑ P i . Q i t - ∑(∑P m . ( )M ≡ t)

言( ∑ p m i t M i t)
i = 1

▲ l U Ⅵ ⊥ L

i = 1

n
･ -

M

2

∑( ∑ P m i O M i t)
i.･こ 1

か く して , 個 々 の項目を個別に ( こ こ で は商品 1 と 2 を個別に) 実質化 して集計 したもの と

商品1 と 2 を集計 した集計値を直接実質化 したもの とはI--
･

敦する こ とに なる ｡ 部分の 合計が集

計値と
一

致する と いう こと は名目値に つ い て は当然の ことと して 成り立 つ が
,
こ の ような性質

が実質値 に つ い て も成り立 つ と い う ことが加法整合性の 意味で あり
,
そ れ は国民経済計算の勘

定内及び勘定間の 数値の 整合性 にと っ て 極め て便利な性質である ｡ こ の ような加法整合性はデ

フ レ
一 夕 一 に パ ー シ ェ 型価格指数を用 い た場合 (付加価値 に つ い て は パ ー

シ ェ 型産出及び中間

投入価格指数によ る ダブ ル デ フ レ
ー

シ ョ ン の 場合) にお い て の み成り立 つ性質である ｡ ま た,

投入一産出表を中核にお い たデ フ レ
ー シ ョ ン に お い て は

,
パ ー シ ェ 型 デ フ レ 一 夕 一 に よ る生産

と支出の デ フ レ
ー シ ョ ン は実質 G D P ( 国内総生 産) と実質G D E (国内総支出) の 実質二面

等価の成立を保証する ｡ 投入一産出表体系 にお ける実質化と実質二 面等価の イ メ ー ジ は以下の

ように示 されるであろう ｡ 実質投入一産出表の各行の 行和と各列の 列和は等 し い ( い わ ゆる投

入一産出表における行列整合性) の で ,
ダ ブ ル デ フ レ ー シ ョ ン によ る付加価値の 実質化の イ メ

ー

ジも明らか で ある ｡ ∑実質産出- ∑実質中間需要
- ∑実質最終需要等 , 及 び ,

∑実質産出 ( -

投入) -

∑ 実質中間投入 - ∑実質付加価値
,
より∑実質最終需要等 ( - 実質 G D E ) - ∑ 実質
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付加価値 ( - 実質 G D P ) が成立する ｡

実質中間投入 実質最終 実 質

(実質中間需要) 需要等 産出計

実質付加価値

実質投入計

137

加法整合性と い う議論が 国民経済計算 にお い て 重要である こと が認め られるよう にな っ た の

は
,
1 9 6 8 年 S N A に お い て こ の ような実質値とそれ に対応する実質値の 体系が示され て から以

降である よう に筆者には思われ る｡ 筆者が 日本の 国民経済計算 の1 96 8 年 S N A に基 づく体系 へ

の 移行作業にお い てデ フ レ
一 夕 - と実質値の作成の実務を担当 し始めた頃に は加法整合性と い

う概念は あまり問題とされ なか っ た し, 国民経済計算や指数論 の文献 にお い て も寡聞に して あ

まりみた こ とが なか っ た ｡ 事実, 19 6 8 年 S N A に加法整合性 という用語はなか っ た ように思う o

筆者が そ の 概念を知 っ た の はある国連の 文書 [2 9] にお い て偶然見 い だ した の が最初で あり ,

そ こ で部分の 合計が全体の集計値 に
一

致すると い う こと の 国民経済計算フ レ
ー ム ワ ー ク に お け

る重要性に気が つ き
,
デ フ レ 一 夕 - と して 実質値の加法整合性を得る こ とができるようなパ

ー

シ ェ 型デ フ レ
一 夕 -

の 作成を推計作業の 基本と した [3 5] ｡ そ の後 にお い て , 加法整合性は国民

経済計算の デ フ レ
一 夕 - と実質値 における議論 における常識と なり ,

例えば
,
19 9 3 年 S N A に

お ける デ フ レ
一 夕 - と 実質値 に つ い て の 第XVI 章 ｢ 価格測度と数量測度｣ を執筆 したと い われ る

H ill も19 78 年 にお ける倉林の著作 [ 12] の 書評にお い て
"

加法整合性をもたな い こ と は会計 フ

レ
ー

ム ワ
ー ク に おける致命的な欠陥で ある

"

と述 べ て い た し, ま た ,
H ill が 執筆し, 1 9 7 9 年 に

公表された国連の不変価格表示国民経済計算 マ ニ ュ ア ル [3 0] に お い て も加法整合性を
``

不変

価格表示勘定の作成に当たり
,
不可欠の条件で ある

"

と記 し, それが加法整合性をもたな い こ

とを理 由に連鎖指数の使用を否定 して い た ｡ な お , 倉林 の 著作 [ 17] は実質二面等価論 (行列

整合性) を論 じて い るが ,
こ こ で いう実質面で の 部分と全体の 整合性と い う こ の ような意味で

の 加法整合性の議論は見 られ なか っ た ように思う｡ それは先に引用 した倉林 へ の 書評にお ける

H i11 の 記述か らもみ られるように思われ る ｡

ダ ブ ル デ フ レ
ー

シ ョ ン は古くか ら付加価値の 実質化 にお ける代表的なデフ レ ー シ ョ ン法と し

て 取り上 げられて い たが ,

一

方 にお い て
,
理論的にみると粗野な実証的方法に過ぎな い と い う

指摘もある (実質付加価値の 理論的意味に つ い て は, 例えば ,
D a v i d [ 4 ] , [ 5 ] , S i n s [2 5] ,

H a n s e n [ 9 ]
,
[ 10]

,
A r r o w [ 1 ]

,
S a t o [ 2 3] 等 によ っ て 検討 され て おり , 実質付加価値 関数を

測定するた め の 試みも行なわれ て い る ｡ こ の ような問題は改 めて 検討 した い ｡) ま た ,
そ の 実

際の 適用にお い てもデ
ー

タ の 不備
,
特 に, 投入面の デ

ー タ の 不備の ため に適用が 困難 で あ っ た

り
!
通用され てもデ

ー タ の不備等 による その 結果の 不安定さが指摘 されて きた o 例えば ,
H ill

[ 1 1] はそ の ような問題を扱 っ た もの で あり , 投入及び産出にお ける測定の 誤差が ダブ ル デ フ
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レ
ー

シ ョ ン に与える影響が詳細 に分析 され て い る｡ また
,
ダ ブ ル デ フ レ

ー シ ョ ン法 の創始者の

1 人と い われ て い る G e a r y も , そ の適用結果の不安定性か らみ て ,
ダ ブ ル デ フ レ ー シ ョ ン の

実際の適用には疑問をも っ て おり [ 8 ] , 事実
,
彼 の母国で あるアイ ル ラ ン ドにお い ては ダブ

ル デ フ レ ー シ ョ ン は採用され て い なか っ た ｡

実際 の適用 にお い て は, 精赦な年次別投入一産出表が作成 されて い るならば
,
ダ ブ ル デ フ レ ー

シ ョ ン法 の通用は非常に容易 になる ｡ ま た
,
連鎖実質付加価値指数も実際には年次別投入一産

出表の 存在がそ の適用の 前提 で ある ｡ し か し
, 多く の 国にお い て はなお シ ン グ ル ,

ダブ ル
,
デ

フ レ
ー

シ ョ ン及 び エ ク ス トラ ボ レ
ー

シ ョ ン の様 々 な混合が精粗をも っ て 付加価値の デ フ レ
ー

シ ョ ン が行 なわれ て い ると い う の が実情であるで あろう｡ しか し
,
S N A の 浸透とともに

, 午

次別投入一産出表を作成 して い る国が増加 して おり
,
その ような国にお い て は全面的な ダブ ル

デ フ レ ー

シ ョ ン の適用や詳細な連鎖指数の作成 に特に困難はな い であろう ｡ 日本にお い ては ,

詳細な財貨及びサ
ー ビス の推計 の ため の 生 産及び支出 コ モ デ ィ テ ィ フ ロ ー

法 の 適用や S N A 投

入一産出表 にお ける通称 U 表 (経済活動別商品投入表) 及び Ⅴ表 (経済活動別商品産出表) の

作成が毎年次行なわれ て お り
,
ま た

,

コ モ デ ィ テ ィ フ ロ
ー

法 より得られ る生産及び ( 中間需要

を含む) 支出の 推計結果を使用 した詳細な産出及び中間投入デ フ レ 一 夕 - が作成されて い る の

で
, 付加価値 (経済活動別国内総生 産) の実質化は ダブ ル デ フ レ ー

シ ョ ン に よ っ て行なわれ て

い る ｡ ま た
,
こ の ようなデ

ー タを使用すれば
,
連鎖指数の 作成も容易であり ,

日本にお い て も

経済活動別国内総生 産に つ い て の連鎖指数の 試算も行なわ れて い る ｡ 年次別投入一産出表が作

成されて い な い 場合 にお い て も
, 多くの 国にお い て適当な投入及び産出デ ー タを使用 して ダブ

ル デ フ レ
ー シ ョ ン が適用され る産業部門の数は増加 して い る ｡ 各国における付加価値の 実質化

の 方法の 調査に つ い て は
,
古くはH ill [1 1] , U n ite d N a ti o n s [ 2 8] が あり, より最近の もの で

は
,
サ

ー ビス 業に つ い て の もの であるが
,
O E C D [20] , [2 1] があり, こ の よう な資料を通

じてもダブ レデ フ レ
ー シ ョ ン の 適用の範囲の拡大をみる こ とが できる ｡

しか し
,
19 9 3 年 S N A にお ける価格 ･ 数量体系の 考え方には大きな変化が あ っ た｡ そ れ は連

鎖指数の 採用 である ｡ 1 9 9 3 年 S N A の 第Xu 章 の執筆者で ある Hill は か っ て [3 0] に お い て は

加法整合性をデ フ レ
一

夕
-

の 基本的属性とみ なす発言を して い た こ とは先 に記 した通りで ある

が
,
その 後 [1 3] に お い て 連鎖指数を重視する方向 へ の立場の 変更を示 して い る ｡ 連鎖指数の

利点は指数の も つ 時間的比較における推移性で ある｡ パ
ー シ ェ 型 デ フ レ 一 夕 一 に よ っ て求めら

れ る実質値は不変価格表示価額とよ ばれる ｡ しば しば
,
例示 したが , 実質付加価値 に つ い て 再

度それを記すと
,
そ れ は

∑ P o Q t - ∑ P m o M t

こ れを不変価格表示とよぶ所以は こ の 価額が比較の 基準時点の 価格が変わらなか っ た (不変で

あ っ た) と して評価 された価額であるか ら である ｡ しか し, こ の価額 は基準時点と比較時点が

あまりに離れ過ぎると現実 に即さな い 価格 によ っ て評価された価額となる｡ 評価価格が毎年次
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変化 して い く連鎖指数はそ の ような欠点を免れ る｡ 即ち ,
連鎖指数 は時間的な変化 の表示にお

ける推移性にお い て優れ て い る ｡ ま た ,
連鎖指数は

,
通常 の 経済状況の下 にお い て は , 直接比

較指数と比較すると ,
例えば

,
価格指数に つ い て は ,

ラ ス パイ レ ス 型価格指数 > ラ ス パイ レ ス 型連鎖価格拍数

> パ
ー

シ ェ 型連鎖価格指数 > パ
ー

シ ェ 型価格指数

と なる｡ 其 の 価格指数 はラ ス パイ レ ス 型指数と パ
ー シ ェ 型指数の 間に あり

,
従 っ て

,
フ ィ ッ

シ ャ
ー

指数や ト ル ン ク ヴイ ス ト指数 ,
連鎖指数の ようなその 両者の 中間に来る指数は真の 指数

の よ い 近似と なる とされて い る (S a m u el s o n a n d S w a m y [2 2]) ｡ か く して ,
連鎖指数は真の指

数の 1 つ の近似と して 評価され る こと になる ｡

最も推移性 に優れた指数はデ イ ヴイ ジア指数とよ ばれる積分指数で あるが ,
こ れ は理論的指

数で あ っ て , 実際 には何らか の近似算式が必要で ある｡ そ の 1 つ は ト ル ン クヴイ ス ト指数で あ

るが
,
連鎖指数もデ イ ヴイ ジア指数の 1 つ の 近似と考えられ て い る (例えば, s i n s [ 2 5]) ｡

ま た, J o r g e n s o n a n d G rili c h e s [ 1 4] , [ 1 5] は そ の総要素生 産性の 測定にお い て 当初にお い て

連鎖指数 を使用 して い た (そ の 後 D i e w e rt [ 6 ] に よ っ て トラ ン ス ロ グ関数の 下 にお い て トル

ン ク ヴイ ス ト指数が超越指数 (s u p e rl a ti v e l n d e x) と なる こ とが証明され て 以降, 彼らはそ れを

使用する よう にな っ た) ｡ 実質付加価値指数をデイ ヴイ ジ ア 指数と解釈 し ,
それ を幾何平均指

数とし て 近似する研究は S a t o [2 3] に み られ る ｡ 生産性分析には推移性 に優れた指数が適 して

い ると い える で あろう ｡

さ らに
,
連鎖指数は逐年の指数を連鎖するの で , 長期的にみた大きな価格変化を被 るこ とが

比較的少なく
,
負 の実質付加価値が 出にく い こ と も利点の

一

つ と して上 げる こ とが できる で あ

ろう ｡

上記 の よう に
,
連鎖指数は加法整合性をもた か -

｡ 従 っ て ,
1 9 9 3 年 S N A は19 6 8 年 S N A の

加法整合性重視から推移性重視に変わ っ て きた と い えるであろう ｡ それ に は, 上 記 の よう な指

数理論における進歩とともに, 整合的な国民勘定体系を基礎 とする大規模 マ ク ロ 計量経済モ デ

ル か ら
,

一

本釣り的な時系列分析 - と経済の 実証分析の 中心が移 っ て きた こ ともその原因で あ

ると考えられ る で あろう ｡ 各国にお い て も, こ の ような流れを受けて ,
連鎖指数を始めと して

新 し い価格及び数量測定値を作成しようとする動きがみられるようにな っ て い る (例えば, ア

メ リカ にお ける [ 26]
,
[ 32]

,
イ ギ リ ス にお ける [ 19] の ように, 国民経済計算 にお ける実務家

がその ような指数の作成に取り組んで い る) ｡

1 9 9 3 年 S N A に お い て はデ フ レ
一 夕 - と しては

,
フ ィ ッ シ ャ ー 型連鎖価格指数が最も優れて

い るとされ て おり
,

パ ー シ ェ 型連鎖価格指数が次善で あるとされ て い る｡ 生産面の 実質化にお

い て は
,
対応する各デ フ レ 一 夕 - を使用 して 実質産出価額 , 実質中間投入価額, 実質付加価値

価額の 各指数が個別 に作成され る こと を妨げな い とされ て い るが ,
そ れを価額化 した場合 には

,

こ の ような価額の 間には不変価格表示価額にお い て み られた加法整合性は存在せず ,
それぞれ
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の 価額が独立に存在するこ と になり
,
もち ろ ん

, 各価額の 産業間の加算もで きな い し
,
実質 G

D P と実質G D E の 実質 二 面等価も達成で きな い ｡ 1 9 9 3 年 S N A に お い て は ,
こ の ような系列

は指数だけで はなく
,
価額 によ っ て作成される こ とを妨げな い と され て い るが , 加法整合性の

な い価額系列を表示するメ リ ッ トは ど の ようなもの であるかと い う こ と は著者にと っ て はや は

り疑問で ある ｡

連鎖指数の も つ 欠点には加法整合性 の 欠如とともに ,
ドリ フ トとよばれ る現象が あると され

て い る｡ それ は
,
例えば

,
指数 の基礎 となる指標が

一

巡 して比較時点 にお い て基準時点 に戻る

ような場合, 通常 の 指数で は 1 に戻る はずで あるが
,
連鎖指数にお い て はそれが 1 に戻らず

,

上昇傾向をも つ こ とが ある と い う こ と で ある｡ 従 っ て , 連鎖指数は循環性をも つ 指標の 指数
,

例えば
,

一

定 の季節変動をも つ 四半期別指数には
一

般 に適さ な い と い わ れ て い る｡ ま た
,
K a rm el

[ 1 6] は 生産 の実質化に つ い て 次 の ようなことを指摘 して い る｡

パ ー シ ェ 型価格指数によるデ フ レ ー

シ ョ ン に よ る直接比較指数によれば
,
実質産出価額指数,

実質中間投入価額指数
,
実質付加価値価額指数の 間には

実質付加価値価額指数 > 実質産出価額指数 > 実質中間投入価額指数

実質付加価値価額指数 - 実質産出価額指数 - 実質中間投入価額指数

実質付加価値価額指数 < 実質産出価額指数< 実質中間投入価額指数

の 3 つ の 関係 しかあり得な い が
, 相応するデ フ レ

一 夕 - が 連鎖指数によ っ て作成され る場合に

は
,
こ の 関係が乱れ る こ とがある ｡ こ の こ と は, 例えば ,

19 93 年 S N A の 第xw 章の パ ラ グラ フ

65 に お い て も
,
連鎖指数の 場合に は実質産出価額指数が こ の ような関係の 両側に出て しまう こ

と があり得ると して 指摘 され て い る｡

い ず れ にせ よ
,
連鎖指数 へ の動きは各国にお い て 着実 に進んで い るよう に思われる ｡ そ れ は

近年における指数の 理論及び実務 ,
さ ら には分析面か ら の 要請からみ て 当然の 動きであると い

わ ざる を得 か ､
で あ ろう ｡ 日本にお い て も昨年より実質国内総支出の デ フ レ

一

夕
一

に連鎖指数

を正式 に採用するよう にな っ た (従 っ て , 実質国内総支出の 諸項目間に加法整合性 はな い) ｡

近年にお ける厳 し い デ フ レ状態の 下 にお い て
,
デ フ レ 一

夕
-

の 低 下 の 大きさが パ ー

シ ェ 型 デ フ

レ 一 夕 一 に よ ると大きく出過 ぎると い う ことがその ような改訂理 由の 1 つ で あ っ た よう に思わ

れるが
,
デ フ レ 一 夕 -

の 低 下幅が小さくなると
,
そ の 分だけ実質成長率も小さくなると い う こ

とは問題にな らなか っ た の か どうか ｡ 日本 の 国民経済計算にお い て はデ フ レ 一 夕 -

の 基準改訂

は 5 年ごと に行なわれ て い たが , 価格変化が極めて 異常で ある昨今の ような状況 にお い ては 5

年間不変価格を続ける こ とが待て なくな っ た こ ともその 理由であるか もしれ な い ｡ 詳細 か ヾ
-

シ ュ 型デ フ レ 一 夕 -

の 作成に必要なデ
ー タ の存在は詳細な連鎖型デ フ レ 一 夕 -

の 作成をも可能

にするの で
,
日本 の 国民経済計算におい て連鎖指数を作成する こと に つ い て の 実務上 の 問題は

何 もな い ｡ こ の稿 の続きと して は実質付加価値指数作成の 理論的問題をさ らに検討 して みた い

と考えて い る ｡
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